












New Development in the Korean Family Law




This article deals with the continuing reform of the Korean family law, especially with the
amendment of a full adoption law proposed in 2000. According to the Amendment Bill an
adopted child acquires the status of legitimate child of the adoptive parents and the legal rela-
tionship between the adopted child and its parents on the side of its original family is
terminated. Adopters must be married for at least five years and adopt a child jointly, unless
he/she adopts a child of his/her spouse. The child to be adopted must be under seven years
old. The parents of the child must consent to the adoption. The adoptive relationship comes
into effect by an adoption decree and can be dissolved only under the special conditions by a
decree of the Family Court.
キーワード:韓国家族法､ 2000年改正案､新しい養子法､完全養子(親秦子)､子の利益
Keywords : Korean Family Law, Amendment Bill 2000, New Adoption of Children, Full
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たとえば､ Kwon (聯note 12), p.225によれば1987年の国際養子は7,947､ 90年は2,962､ 95年は2,180であるが､
アメリカで養子となった韓国孤児に対するビザの発給件数は､ 1987年(会計年度)が5,834 (他にアメリカの国外で
養子となった韓国孤児に対するビザが157)､ 90年は2,573 (同47)､ 95年は1,640 (同26)である｡韓国政府による国
外養子の人数制限のため､ 96年､ 97年も1,640にとどまり､ 98年は1,810 (同19)､ (http:〝travel.state.gov/adoption
korea.html, 2001年4月6日付け)､ 99年は1,996 (同11)､ 2000年は1,787 (同10)であった(同前サイト2002年1
月6日付け)Oむろん正確な比較をすることはできないが､この間の事情の一端をうかがわせる数字である｡このサ
イトでは､アメリカ各州の養子あっせん機関(adoption agencies)と連携している韓国の公認養子縁組機関として､
Eastern Qiildwelfare Society, Inc., Holt Children's Services, Inc., Korea Social Services, Social Welfare
Society, Inc.が挙げられている.なおドイツ(連邦共和国)には､ 1971年から1988年までに､ドイツ側の2つの養
子縁組機関(terre des hommes, Internationaler Sozialdienst)によってそれぞれ約2,000の養子があっせんされた
が､いずれもその後はあっせんを行っていないと指摘されている　Andreas Nohr, "Vermutungen ilber die
Sichtweisen der ≪abgebenden≫ Lander. Das Beispiel Sildkorea", in Adopltonen aus dem Auslan或ed Bernd


































24) Kwon (supra note 13), p. 219.同論文では､ The Ministry of Health and Social Affairs of Korea, A Review for
Revising Adoption Law, March 27, 1990を引用して､ 90%以上の養親が違法に養子を実子として届け出ていると
指摘しているo特例法上の養子縁組においても事情は変わらないというo金浜･前掲(注11)583貢参照0
25)学説には積極説と消極説があるが､養子縁組への転換を認める説が有力である｡判例･学説につき､金容漢｢韓国
戸籍制度の構造と当面問題(下)｣戸籍時報512号6頁(2000年)参照｡
26)金容漠･同上､金演･前掲(注11)597頁(代表的な見解として､金噂沫･親族相続法第四全訂版284頁(法文社､ 1991
年)が引用されている)0
27)父母が親権を喪失しているとき､死亡しているとき､その他同意することができない事由があるときは､同意は不
要である｡
28)例えば､金相埼｢親養子制度の改善のための意見(邦訳表題)｣法律新聞2774号2775号(1999年3月18日､ 22日付
け)oなお同記事は韓国語であり､表題も｢親養子｣以外はハングルであるが､便宜上､上記のように表記させてい
ただいたo同記事および他の関連文献の翻訳については金領佑氏(大阪大学大学院)の協力を得た｡
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る夫婦でなくてもよいものとしたOしたがって､夫婦の一方が配偶者の親生子を親養子にす
る場合は､5年を待たずに単独で縁組をすることができる｡配偶者の婚姻外出生千(通常の
養子も同様と思われる)を親養子にする場合は､夫婦共同で縁組をすることも､単独で親養
子にすることもできるものと解される29)｡日本の特別養子では､養子になる子の年齢は原則
として6歳未満､6歳に達する前から引き続き養親となる者に監護されている場合は8歳未
満であるから(自民817条の5)､7歳の子については違いが生じるが､特別養子も､おそら
く親養子も幼少の子が対象として考えられているので､実質的な違いは大きくないであろう｡
養親になる者については､年齢の要件は特に定められていないが､他人養子であれば婚姻
期間5年の要件により､養母は21歳以上､養父は23歳以上になる｡ただし､配偶者の親生子
を養子にする場合は通常の養親能力である成年(20歳)であればよいことになる(866条)0
韓国法上も未成年者の婚姻による成年擬制の規定があるが(826条の2)､養子縁組能力につ
いては適用がないと考えられる30)婚姻期間5年というのは､養子の生育環境としての養親
となる夫婦の安定性を示すものとして､比較法的にも見られるところである(フランス､イ
タリア､スペインなど131)/｡親養子は家庭法院の決定で成立するものとされているので､親養
子となる者の福利のため､養親となる者の養育状況､縁組の動機､養育能力その他の事情か
ら､親養子縁組が適当ではないと認められる場合は､家庭法院によって､親養子縁組の請求
は棄却される｡日本の特別養子の成立における要保護要件(自民817条の7)32)と比較すると､
緩やかな基準のように思われる｡
(C)親養子縁組の効力親養子縁組の成立により､親養子は､出生のときから､親養
父母の婚姻中の出生子としての身分を取得する｡そして縁組前の親族関係は､親養子縁組の
確定により終了する.ただし､夫婦の一方がその配偶者の親生子を単独で親養子としたとき
は､配偶者およびその親族との間の親族関係は終了しない(改正法案908条の3)｡夫婦の一
方は配偶者の婚姻外出生子を単独で親養子とすることができると解するとしても､親養子は
29)韓国法の｢親生子｣を嫡出子である実子と理解すると､ 5年の婚姻期間のある夫婦であることを要しないとする法
案908条の2第1項1号但書は､婚外子にも通常養子にも適用されないことになる｡しかし､配偶者の婚外子を親養
子にするのに5年の婚姻期間を要するものとすれば､子の年齢要件で縁組ができなくなる可能性が高い｡ここでい
う親生子は実子と理解すべきであろう｡なお､日本で問題となっている通常の養子(普通養子)からの転換につい
ては､議論がされていない｡
30)金容旭･撞撃圭･前掲(注1)119頁｡ただし､養親になることができるという見解もあるようであるが､少なくとも
親養子については､配偶者の子を養子にする場合でも20歳以上を要件とすべきであろう(もっとも､成年年齢を19
歳に引き下げる案も出ている)0
31)スイス法のように､婚姻期間5年以上または35歳以上という年齢要件との組み合わせのパターンもある｡諸外国の
完全養子(特別養子)の成立要件等については､さしあたり中川高男･第二の自然一特別養子の光だ-｣ (一粒社､
1986年) 107貢以下参照｡
32) ｢特別養子縁組は､父母による養子となる者の監護が著しく困難又は不適当であることその他特別の事情がある場
合において､子の利益のため特に必要があると認めるときに､これを成立させるものとする｡｣と定めるが､この規
定からは積極的審査基準とでもいうべきものがうかがわれるo筆者は､特別養子については必要性の基準を緩和す
べきであると考えているが､それはともかくとして､改正法案における親養子となる者の基準は､特例法による養
子縁組の対象となる要保護児童よりも緩やかである｡
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夫婦双方にとって､婚姻中出生子となる33)実方親族との親族関係終了に関しては､実父母
が離婚後に､親権者である父母の一方と婚姻した者がその子を親養子とする場合において､
他方の親が死亡したときには､その者に代わる直系尊属(祖父母ら)の同意は求められてい
ない｡この点についての配慮を求める意見がある34)｡
戸籍の取り扱いについては､明確ではない｡問題とされていた虚偽出生届に代わるものと
して親生子(婚姻中出生子)として記載されるべきとする見解35)もあれば､戸籍の信用性を
損なうとして疑念を示す意見もある36) ｢婚姻中の出生子とみなす｣という文言からすれば､
当然に養親の姓･本に従い､実親に関する記載をしない方式が考えられる｡
(d)親養子縁組の解消　親養子縁組には､通常の縁組の無効･取消の規定は適用され
ない｡ただし､実父母が責めに帰すべき事由がないのに､親養子縁組への同意をすることが
できなかった場合は､縁組の事実を知った日から6ヶ月以内に､家庭法院に対して､親養子
縁組の取消を請求することができる(改正法案908条の4)｡また離縁も､ ①養親が親養子を
虐待し､遺棄し､その他親養子の福利を害する場合､ ②親養子の養掛こ対する惇倫行為のた
め､親養子関係を維持することができない場合に限られ､養親､親養子､実父母または検察
官から､家庭法院に対して､親養子縁組の離縁を請求することができる｡協議離縁･裁判離
縁の規定は適用されない(改正法案908条の5)0
親養子縁組の取消･離縁が認められたときは､縁組前の親族関係が復活する(改正法案908
条の7)｡日本の特別養子では､離縁後に実父母が相当の監護をすることができることを要件
の1つとしているが､親養子の離縁については､親養子関係の破綻を要件とするも､離縁し
た後の子の養育体制については規制がされていない｡したがって､実父母による親権行使が
不当であると思われる場合に備えて､後見制度の適切な運用が必要であると指摘されてい
る37)また､姓,本が実父母のものに復することに対しては､それが子の利益に反する場合
を考慮して､家庭法院が離縁を宣告する際に､子が姓･本を維持することができるようにす
べきであるとの提案がある38)
33) 98年改正法律案では養親の親生子とみなす旨の規定であったが､法制司法委員会で修正され､ 2000年法律案に採り
入れられた｡金相埼･前掲(注28)法律新聞2775号に同趣旨の立法提案がなされている｡
34)金相埼･前掲(注28)法律新聞2775号｡ちなみにドイツ法では､夫婦の一方が配偶者の子を養子にした場合､他方の
親が子の監護権を有していて死亡したときは､この親の親族との法律関係は終了しないものと定めている(ドイツ
民法1756条2項)0
35)例えば金容漢･前掲(注25) 7貫｡
36)文典安｢戸籍制度の現状と課題(邦訳表題)｣家族法研究11号(韓国家族法学会) 435頁以下参照(1997年)0
37)金相瑠･前掲(注28)法律新聞2775号｡
38)同上金相轄氏は､親養子制度の実効性を高めるためには養子や家族の問題についての専門的な相談･支援機関の
整備が必要であると指摘している｡韓国の養子縁組機関の実態については十分な資料を得ることができなかったが､
前述の通り､養子縁組特例法において縁組機関の法的規制が進められている｡これまで養子縁組のあっせん(国外
へのあっせん規制から国内あっせん促進にシフトしているようであるが)と縁組成立前後の短期間のケアを任務と
してきたが､今後はそれを超えて離縁後も含め全般的なバックアップをする公的機関が必要ということであろう
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これまで韓国法については国際私法学者らによる研究が散見されるものの､十分な研究は
なされてこなかった39)最近になってようやく日韓の比較家族法的研究も活発になりつつあ
るが､欧米以上に言葉の壁が大きく､どちらかというと韓国における日本研究のほうが進ん
でいるようである｡参考にした文献の注記には､日本の家族法学者の論文引用が少なくない｡
私自身､韓国法についてはこれまで具体的な形になる研究をしてこなかった｡本稿は元来､
ある研究プロジェクトの一部として着手したものであるが40)､日本法およびドイツ法との比
較において､韓国養子法の動きは極めて興味深いものであった｡しかしながら､何分資料的
制約があって､養子縁組あっせんの実態がつかめず､なお中間段階の報告にとどまっている｡
韓国の親養子制度が､これからどのような形で実定法となり､どのように動いて行くのか､
戸籍制度の改編(近代化)といかに結びついて行くのか､養子縁組特例法との関係はどうな
るのか､はたして虚偽の親生子出生届という簡便な脱法手段に十分対応することができるの
か､興味は尽きない｡
近時の韓国法には､職場や家庭など社会における女性の地位向上をめざす法改正が続いて
いる41)今次の民法改正案においては､両性の平等に加えて､親権や実子､養子制度におい
て子どもの福祉を中心課題とした改善が追求されている｡人工生殖にともなう法律問題への
対応､高齢社会における成年後見制度の問題なども早晩具体化してこよう｡今後とも､その
動向に注目して行きたいと思う42)
39)中川淳教授らによるアジア家族法三国会議の成果が特筆されるが､毎年の会議内容については『戸籍時報』 (日本加
除出版)において紹介されている｡九州･西日本の研究者を中心とした日韓家族法学会も地道な活動を続けている
40)養子と里親を考える会編(湯沢薙彦監修) 『養子と里親一日本･外国の未成年養子制度と斡旋問題-良 (日本加除出
版､ 2001年)参照｡
41)女性発展基本法(1995年)､男女雇用平等法(1987年､ 99年にセクハラ関連の改正)､男女差別禁止および救済に関
する法律(1999年)､家庭暴力犯罪処罰特例法(1997年)､家庭暴力防止および被害者保護等に関する法律(1997年)
53サ
42)本研究に当たっては､昨年(2001年) 3月にソウルを訪問した際､金噂沫教授(延世大学名誉教授､民法改正特別
分科委員会委員長)とそのご子息である金相輯助教授(釜山大学)から提供を受けた民法改正法律案その他の資料
および両氏との対話から得られたところが大きい｡金相埠氏はフライブルク(ドイツ)留学中の同門であり､金噂
沫教授には国際家族法学会カーディフ大会､ソウル地域大会でお世話になった｡本稿もドイツ留学の成果の一部と
いえなくもない｡両先生ならびに資料翻訳の労をとっていただいた金額佑氏(国際公共政策研究科博士後期課程)
に心から御礼申し上げたい(2002年1月6日脱稿)0
